
「第３期　埼玉県地球温暖化対策実行計画（事務事業編）改正版」に掲げる施策の実施状況

大項目 中項目 取組内容

1
１　自分ごと化に

よる対策推進
ー

　基本的な省エネルギー・省資源の行動に、県として率先

して取り組みます。職員一人一人がカーボンニュートラル

実現に向けた意識を持ち、自分ごと化し、行動変容につな

げていきます。

　その仕組みの一環として別に構築する「埼玉県カーボ

ン・マネジメントシステム（ＣＭＳ）」において、施設管

理者を対象とした省エネ運用に関する実践的な研修実施に

よる施設運用改善、全職員を対象としたセミナー実施によ

る意識啓発、「省エネチェックシート」を活用した日常業

務における温室効果ガス削減等に取り組みます。

埼玉県カーボン・マネジメントシステム

埼玉県カーボン・マネジメントシステム運用マニュアルを運用

し、県の事務事業に伴って排出される温室効果ガスの着実な削

減を行うこととした。

環境部

2
１　自分ごと化に

よる対策推進

（１）DXによる

カーボンニュート

ラルの推進

　ペーパーレス決裁用ソフトや大型モニター、モバイルパ

ソコン、WEB会議システムなど各種ICTツールの活用によ

り、ペーパーレス化を徹底的に進めます。紙を必要としな

い業務環境を整えることで、コピー用紙等紙類の使用量の

大幅な削減を目指します。

テレワーク・ペーパーレスの推進

ファイル管理システムやペーパーレス支援ソフトウェア、Web

コミュニケーションツール等により、ペーパーレスでの業務を

推進した。

企画財政部

3
１　自分ごと化に

よる対策推進

（１）DXによる

カーボンニュート

ラルの推進

　ICTを活用した行政事務のデジタル化を進めることで、

紙類の使用量削減にとどまらず、テレワークやリモート会

議による出張業務の削減など、時間や場所の制約に捉われ

ない新しい働き方にもつなげていきます。

テレワーク・ペーパーレスの推進

ファイル管理システムやペーパーレス支援ソフトウェア、Web

コミュニケーションツール等により、時間や場所の制約に捉わ

れずデジタルで業務が完結する働き方を推進した。

企画財政部

該当箇所「蛇口には節水コマや自動水栓を導入し、省エ

ネ・省コスト・省CO2を推進します」

県有施設エコオフィス化改修事業

エコトイレ改修 3施設 総務部

県立学校大規模改修事業

快適ハイスクール施設整備事業
トイレの改修工事にて、洗面台に自動水栓を35校に導入した。 教育局

・節水の意識啓発

・自動水栓の導入

・職員への節水の呼び掛けのほか、手洗いや歯磨き等水を使用

するときは流したままにせず、節水を心掛けた。

・地域機関によっては、自動水栓を導入しているところもある

企業局

節水 引き続き節水に取り組んだ。 下水道局

警察署等のトイレ改修（ファシリティマネジメント推進事

業）

幸手警察署、川越警察署、武南警察署トイレ改修工事の際、自

動水栓を導入した。
警察本部

4
１　自分ごと化に

よる対策推進

（２）水・電気使

用量削減

　手洗いや歯磨き等水を使用するときは流したままにせ

ず、こまめに節水します。蛇口には節水コマや自動水栓を

導入し、省エネ・省コスト・省CO2を推進します。

番

号
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大項目 中項目 取組内容

番
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5
１　自分ごと化に

よる対策推進

（２）水・電気使

用量削減

　パソコン更新時は省エネ性にも配慮し、消費電力を削減

します。

パソコン調達にあたり、省エネルギー性を条件に挙げ、消

費電力の削減を図る。

省電力性能が高いパソコンを調達することで、消費電力の削減

を図った。
企画財政部

県庁舎における節電の通知

部分消灯の徹底を含む節電実施の通知を、国から要請のあった

夏季、冬季に加え、ロシアのウクライナ侵攻による燃料費の高

騰により、予算が不足する厳しい状況が続いていたため、秋の

通知を加え、計３回発出した。

総務部

県立学校大規模改修事業

快適ハイスクール施設整備事業
トイレの改修工事にて、人感センサー照明を35校に導入した。 教育局

・昼休憩時等における照明の消灯、パソコンモニターの消

灯

・人感センサー設置による自動消灯

・勤務時間前後や昼休憩時に、業務に必要な部分以外の電気を

消灯した。

・パソコンの設定を低電力設定にしているほか、昼休憩時には

パソコンのモニターを消灯した。

・地域機関によってはトイレや廊下、給湯室等の共用部に人勧

センサーが設置されている。

企業局

業務上必要のない箇所の消灯並びに人感センサーによる自

動化

引き続き、業務上必要ない箇所の消灯及び冷暖房が切れている

かの確認を毎日実施した。

一部の事務所では、昼休みは時間を設定し、自動消灯を行って

いる。

下水道局

・昼食休憩時等における消灯

・警察署等新築時におけるトイレ、給湯室等の人感セン

サーによる自動消灯の導入

昼食休憩時等における消灯を推進した。 警察本部

6
１　自分ごと化に

よる対策推進

（２）水・電気使

用量削減

　勤務時間前や昼食休憩時、時間外勤務においては業務上

必要な場所を除く消灯を徹底し、トイレや廊下、給湯室等

共用部分は人感センサーによる自動点灯消灯をします。



大項目 中項目 取組内容

番
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R4.6.27付け管財第328号「夏季における節電について（通

知）」

R4.11.29付け管財第843号「冬季における節電について

（通知）」

空調外気取入量の調整（感染症予防対策を考慮しながら、換気

設備の運転を適切に実施）
総務部

サーキュレーターの使用
空調効率を上げるため、サーキュレーターを使用した。（地域

整備事務所）
企業局

空調外気の取入量の調整

・荒川右岸下水道事務所において、外気取込時にロスを減らす

機器(ロスナイ）を積極的に使用

・荒川左岸北部下水道事務所において、空調外気の取入量の調

整を行う改修工事を実施

下水道局

警察施設冷暖房設備改修時における外気取入量の調整

（3,000㎡以上の施設を対象）

飯能警察署冷暖房設備改修工事をし、外気取入量の調整を行っ

た。
警察本部

稼働しているエレベータ総数を削減することによる消費電

力量削減。

庁舎内エレベータにおいて複数台設置している箇所について、

そのうち１台を停止し電力消費削減を行った。
総務部

階段の使用の推奨
エレベーターの利用を停止できないが、階段の使用を推奨して

いる。
教育局

階段の使用の推奨
エレベーターの数が少ないため、利用を停止できないが、階段

の使用を推奨している。
企業局

階段の使用の推奨
エレベーターの数が少ないため、利用を停止できないが、階段

の使用を推奨している。
下水道局

稼働しているエレベータ総数を削減することによる消費電

力量削減。

庁舎内エレベータにおいて複数台設置している箇所について、

そのうち１台を停止し電力消費削減を行った。
警察本部

9
１　自分ごと化に

よる対策推進

（３）ごみ減量

化、リサイクル推

進

　プラスチックごみの削減と循環利用を進めるため、県が

主催する会議やイベント等で、使い捨てプラスチックの使

用削減や分別を徹底するなど率先して行動します。

・県が主催する会議やイベント等における使い捨てプラス

チックの使用削減や分別の徹底

・県庁売店でのカトラリー配布廃止

県が主催する会議やイベント等における使い捨てプラスチック

の使用削減や分別の徹底に係る通知発出
環境部

10
１　自分ごと化に

よる対策推進

（３）ごみ減量

化、リサイクル推

進

　「埼玉県グリーン調達推進方針（平成14年策定）」に基

づき、プラスチック製品の調達に際しては、紙などの代替

素材製品の調達を検討し、使用抑制に努めます。代替素材

製品がない場合は、再生プラスチック又は植物を原料とす

るプラスチックであって環境負荷低減効果が確認されたも

のの使用を検討します。

「埼玉県グリーン調達・環境配慮契約推進方針（平成14年

策定）」

・「令和４年度埼玉県グリーン調達・環境配慮契約推進方針」

において、プラスチック製品の調達に係る事項として記載し、

対策を推進した。

・庁内施行、分野別ポータルで「令和４年度埼玉県グリーン調

達・環境配慮契約推進方針」について庁内に幅広く周知した。

環境部

7
１　自分ごと化に

よる対策推進

（２）水・電気使

用量削減

　空調の運転を徹底するため、空調外気取入量を調整しま

す。

8
１　自分ごと化に

よる対策推進

（２）水・電気使

用量削減

　複数台設置しているエレベーターについては一部停止

し、階段の利用を促進します。
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11
１　自分ごと化に

よる対策推進

（３）ごみ減量

化、リサイクル推

進

　「食品ロスの削減の推進に関する法律（令和元年法律第

19号」に基づき策定している「埼玉県食品ロス削減推進計

画（令和３年策定）」により、県庁フードドライブ等を実

施し、未利用食品の有効利用を図ります。

①県庁フードドライブ

②埼玉県県下一斉フードドライブキャンペーン

①537点 213㎏

②43,000点　27トン(①を含む)
環境部

12

２　財やサービス

の購入等に当たっ

ての取組

（１）EV・PHVな

ど電動車の率先導

入等

　「埼玉県公用車グリーン導入指針（平成25年４月施

行）」に基づき、公用車（普通自動車、小型自動車及び軽

自動車）の更新は低燃費かつ低排出ガス性能による環境負

荷の低減に留意し、電動車（電気自動車（ＥＶ）やプラグ

インハイブリッド自動車（ＰＨＶ）など）を率先して調達

し、令和７年度（2025年度）における導入割合100％達成

を目指します。

埼玉県公用車グリーン導入指針
令和４年度における導入割合52.6％

（電動車10台（HV10）/対象車両19台）
環境部

13

２　財やサービス

の購入等に当たっ

ての取組

（１）EV・PHVな

ど電動車の率先導

入等

　埼玉県地球温暖化対策推進条例に基づき、30台以上の自

動車を使用する事業者として作成する「自動車地球温暖化

対策計画」により、低公害・低燃費車を計画的に導入し二

酸化炭素排出量の抑制を進めるともに、エコドライブを推

進します。

自動車地球温暖化対策計画

・県公用車3,111台中

　　低燃費車を1,900台導入（導入率61.1％）

　　低公害車を2,812台導入（導入率90.4％）

・エコドライブの実施

環境部

該当箇所「既存の庁舎等においても、計画的にＬＥＤ照明

への切替を行います」

県有施設エコオフィス化改修事業

照明設備LED化 10施設 総務部

県立学校大規模改修事業

快適ハイスクール施設整備事業

県立学校体育館整備事業

施設の改修工事にて、LED照明を45校に導入した。 教育局

LED照明への切替

・照明器具改修時にはLED照明へ切替を行っている。（大久保

浄水場）

・LED照明に切替の工事を実施、雹で破損した器具の修繕時に

ＬＥＤ化（屋外水銀灯５灯）（庄和浄水場）

・非常用照明を６台ＬＥＤに切り替えた。（水質管理セン

ター）

・部分的にＬＥＤ照明を使用している。（水道整備事務所）

企業局

LED照明への切替

老朽化した照明機器のLED化

・新河岸川水循環センター

・富士見中継ポンプ場

・古利根川水循環センター

下水道局

・警察署等新築・改築時におけるＬＥＤ照明の標準設置

・既存施設のＬＥＤ照明への切替
越谷警察署仮設庁舎建設時、ＬＥＤ照明器具の設置を実施 警察本部

14

２　財やサービス

の購入等に当たっ

ての取組

（２）LED照明の

導入等

　庁舎等の新築・改築時には、ＬＥＤ照明を標準設置する

とともに、既存の庁舎等においても、計画的にＬＥＤ照明

への切替を行います。



大項目 中項目 取組内容

番
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道路照明灯具をナトリウム灯具から消費電力の少ないLED

灯具へ更新することにより、消費電力を抑え維持管理費の

縮減を図る。

ＬＥＤ道路照明灯を48基新設。 県土整備部

信号灯器のＬＥＤ化

新設信号機及び信号灯器（更新）のＬＥＤ化

・車両用灯器　　3,095灯

・歩行者用灯器　1,350灯

警察本部

パソコン調達にあたり、省エネルギー性を条件に挙げ、消

費電力の削減を図る。（再掲）

省電力性能が高いパソコンを調達することで、消費電力の削減

を図った。
企画財政部

R4.6.27付け管財第328号「夏季における節電について（通

知）」

R4.11.29付け管財第843号「冬季における節電について

（通知）」

県有施設エコオフィス化改修事業

照明設備LED化 10施設 総務部

パソコン調達にあたり、省エネルギー性を条件に挙げ、消

費電力の削減を図る。

省電力性能が高いパソコンを調達することで、消費電力の削減

を図った。
教育局

パソコン、家電製品等購入時における省エネ型製品の選択
パソコンのディスプレイ6台の購入時に省エネ対応型を検討し購

入した。（行田浄水場）
企業局

OA機器、家電製品における省エネ型の選択 荒川右岸下水道事務所において、空調機を更新 下水道局

消費電力に優れたサーバ、パソコン等への機器更新
業務用サーバ（45台）及び職員用パソコン（3,765台）を新型

の機種に更新した。
警察本部

16

２　財やサービス

の購入等に当たっ

ての取組

（３）省エネ型機

器の導入等

　パソコン、コピー機等のＯＡ機器、電気冷蔵庫、ルーム

エアコン等の家電製品等の機器について、旧型のエネル

ギーを多く消費するものについては廃止又は買換えを計画

的、重点的に進め、買換えに当たっては、省エネ型のもの

を選択します。

15

２　財やサービス

の購入等に当たっ

ての取組

（２）LED照明の

導入等

　新設及び更新する信号機や道路照明のＬＥＤ化を進め、

電気使用量を削減することで、温室効果ガスの排出量を削

減します。



大項目 中項目 取組内容

番

号
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埼玉県庁舎ほか知事部局事務庁舎で使用する電気の調達

①埼玉県庁舎のほか高圧受電庁舎72施設、②低圧受電庁舎17施

設を対象として、再生可能エネルギー導入状況が基準を満たす

ことを条件とした電力調達の入札を実施した。しかし、ロシア

のウクライナ侵攻による燃料費等の高騰により、両調達とも応

札者がいなかった。

①の調達については、供給者がいないため、12月～３月は一般

送配電事業者である東京電力パワーグリッドから最終保障供給

により供給を受けた。低圧受電庁舎については入札が不調とな

り、基準を満たす事業者と契約を継続締結した。

総務部

高等学校、特別支援学校、教育機関で使用する電気の調達

（４～８月分）高圧電気及び低圧電気の調達において、裾切り

方式による入札を実施した。

（９～３月分）低圧電気の調達において、裾切り方式による入

札を実施した。※高圧電気は最終保証契約

【裾切り基準】

・電源構成及び二酸化炭素排出係数の情報の開示しているこ

と。

・環境省より提示されている「電気供給契約における競争参加

資格に係る配点例」をもとに７０点以上を満たす業者であるこ

と。

教育局

水道施設で使用する電気の調達において、二酸化炭素排出

係数、環境への負荷の低減に関する取組の状況に関する条

件を設定

条件を設定した電力調達の入札を実施したが応札者がなかっ

た。東京電力エナジーパートナー㈱への標準料金プランによる

電気受給契約の申込みも辞退となったため、東京電力パワーグ

リッド㈱と電気最終保障供給契約を行った。

企業局

低炭素電力の調達

条件を設定した電力調達の入札を実施したが応札者がなかっ

た。東京電力エナジーパートナー㈱への標準料金プランによる

電気受給契約の申込みも辞退となったため、東京電力パワーグ

リッド㈱と電気最終保障供給契約を行った。

下水道局

低炭素電力の調達

環境省より提示されている「電気供給契約における競争参加資

格に係る配点例」をもとに７０点以上を満たす業者に絞り入札

を行った。

応札者がなかったため、東京電力パワーグリッド㈱と電気最終

保障供給契約を行った。

警察本部

18

２　財やサービス

の購入等に当たっ

ての取組

（４）環境に配慮

した契約やグリー

ン調達の推進

　「埼玉県グリーン調達推進方針（平成14年策定）」に環

境に配慮した電力等の調達に関する規定の追加を検討しま

す。

「埼玉県グリーン調達・環境配慮契約推進方針（平成14年

策定）」

「令和４年度埼玉県グリーン調達・環境配慮契約推進方針」に

おいて、電力等の調達に関する規定を記載し、対策を推進し

た。

・庁内施行、分野別ポータルで「令和４年度埼玉県グリーン調

達・環境配慮契約推進方針」について庁内に幅広く周知した。

環境部

17

２　財やサービス

の購入等に当たっ

ての取組

（４）環境に配慮

した契約やグリー

ン調達の推進

　低炭素電力の積極的な購入を進めるため、電力の温室効

果ガス排出係数や未利用エネルギーの活用状況、再生可能

エネルギー導入状況を点数化し、基準を満たす事業者から

のみ調達します。
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19

２　財やサービス

の購入等に当たっ

ての取組

（４）環境に配慮

した契約やグリー

ン調達の推進

　市町村とのシェアリングや共同購入などの検討を進め、

調達価格の高い電気自動車の導入コストの低減を図りま

す。

電気自動車の市町村とのシェアリング及び共同購入
庁内関係課と今後の取組方針について協議を実施。令和5年度に

市町村のニーズ調査を行うこととした。
環境部

20

２　財やサービス

の購入等に当たっ

ての取組

（４）環境に配慮

した契約やグリー

ン調達の推進

　「埼玉県環境配慮方針（埼玉県環境保全率先実行計画）

～公共事業関連～」に基づき、環境に配慮した公共事業の

実施に取り組みます。

　資材の選定に当たっては、耐久性が高く、再資源化しや

すいもの、環境負荷の少ないもの、再生品を優先的に使用

します。

　「埼玉県環境配慮方針（埼玉県環境保全率先実行計画）

～公共事業関連～」

「埼玉県環境配慮方針（埼玉県環境保全率先実行計画）～公共

事業関連～」に基づき、環境に配慮した公共事業の実施に取り

組んだ。

環境部

21

２　財やサービス

の購入等に当たっ

ての取組

（４）環境に配慮

した契約やグリー

ン調達の推進

　「県有施設の木造化・木質化等に関する指針（平成15年

策定）」に基づき、原則として、地上２階建て以下かつ延

床面積3,000㎡以下の施設は木造とし、内装及び外装等の

木造化、木質化を進めるとともに、県産木材を使用しま

す。

　さらに、県施行の土木工事においても、間伐材等の県産

木材を積極的に使用します。

木材利用特記仕様書

木材利用特記仕様書に基づき、埼玉県が発注する森林土木工事

においては、景観を自然体に近づけ、排出される温室効果ガス

を着実に削減するため、通常コンクリートや鋼材で施工する工

種を可能な限り木製製品を使用し、施工した。

農林部

22

２　財やサービス

の購入等に当たっ

ての取組

（４）環境に配慮

した契約やグリー

ン調達の推進

　県が行うイベントについて、計画段階から当日の運営に

至るまで、環境に配慮した取組を進めます。

県が主催する会議やイベント等における使い捨てプラス

チックの使用削減や分別の徹底

県が主催する会議やイベント等における使い捨てプラスチック

の使用削減や分別の徹底に係る通知を発出した。
環境部

SAITAMA ロボティクスセンター（仮称）の整備

Ｒ８年度に開所を目指しているSAITAMA ロボティクスセン

ター（仮称）の基本設計において、ZEB達成を目指して太陽光

発電設備等の設置を検討することを記載。

産業労働部

北部家畜保健衛生所（仮称）の整備

Ｒ８年度に開所を目指している北部家畜保健衛生所（仮称）の

基本設計において、ZEB達成を目指して太陽光発電設備等の設

置を検討することを記載。

農林部

浄水場拡張時の設計において、太陽光発電設備の導入を検

討する。

太陽光発電設備の導入検討を含んだ、浄水場拡張のための設計

委託の実施
企業局

県有施設エコオフィス化改修事業 照明設備LED化 10施設 総務部

23

３　建築物の建

築、管理等に当

たっての取組

（１）新築・改築

する施設のZEB化

の推進

　国のエネルギー基本計画において、国を含めた新築公共

建築物等で2030年までにＺＥＢ(ネット・ゼロ・エネル

ギー・ビル）を実現することを目指すとしており、この目

標に沿った県有施設の整備を検討していきます。

　具体的には、県有施設の新築・改築や大規模改修時に当

たり、ＺＥＢ化やＢＥＭＳの導入等を検討し、省エネル

ギー効果の高い新技術や再生可能エネルギーを積極的に導

入します。

24

３　建築物の建

築、管理等に当

たっての取組

（３）既存施設の

計画的な省エネル

ギー化の徹底

　設備の老朽化に伴う県有施設の更新の際には、高効率空

調設備やＬＥＤ照明器具、節水器具を導入し、エコオフィ

ス化を図ります。
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県立学校大規模改修事業

快適ハイスクール施設整備事業

県立学校体育館整備事業

施設の改修工事にて、高効率空調設備を16校、LED照明を45

校、自動水栓を35校に導入した。

※同一施設で、空調設備やＬＥＤ照明等を導入している場合が

あるため、導入校数を合算しても実校数にはならない。

教育局

水道施設における照明設備のLED化を行う。
大久保浄水場、行田浄水場、吉見浄水場へ高効率空調設備を導

入した。
企業局

エコオフィス化 LED照明器具を検討中 下水道局

・警察署等冷暖房設備改修

・警察署等のトイレ改修（ファシリティマネジメント推進

事業）

・飯能警察署冷暖房設備改修工事の際、高効率空調設備を導入

した。

・幸手警察署、川越警察署、武南警察署トイレ改修工事の際、

自動水栓を導入した。

警察本部

県有施設エコオフィス化改修事業 照明設備LED化 10施設 総務部

県立学校大規模改修事業

快適ハイスクール施設整備事業

県立学校体育館整備事業

施設の改修工事にて、高効率空調設備を16校、LED照明を45

校、自動水栓を35校に導入した。

※同一施設で、空調設備やＬＥＤ照明等を導入している場合が

あるため、導入校数を合算しても実校数にはならない。

教育局

大久保浄水場のフロキュレータ設備を、省エネ型へ更新す

る。

大久保浄水場及び庄和浄水場のフロキュレータ設備の一部を省

エネ型へ更新した。
企業局

エネルギー効率及び費用対効果の高い施設改修
耐用年数等を経過したものについて、高効率空調や、LED器具

に更新した。
下水道局

警察署等冷暖房設備改修
・飯能警察署冷暖房設備改修工事の際、高効率空調設備を導入

した。
警察本部

25

３　建築物の建

築、管理等に当

たっての取組

（３）既存施設の

計画的な省エネル

ギー化の徹底

　既存施設の改修に当たっては、エネルギーの効率的な利

用の観点から、費用対効果の高い合理的な対策を計画しま

す。

24

３　建築物の建

築、管理等に当

たっての取組

（３）既存施設の

計画的な省エネル

ギー化の徹底

　設備の老朽化に伴う県有施設の更新の際には、高効率空

調設備やＬＥＤ照明器具、節水器具を導入し、エコオフィ

ス化を図ります。
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26

３　建築物の建

築、管理等に当

たっての取組

（４）再生可能エ

ネルギーの導入拡

大と効率的利用の

推進

　下水処理場における消化タンクの築造等により、下水汚

泥の処理工程で発生するバイオガスや熱のエネルギーを焼

却燃料や発電に利用します。（荒川水循環センター、新河

岸川水循環センター、元荒川水循環センター、中川水循環

センター、古利根川水循環センター）

下水道の未利用エネルギーを有効活用

汚泥消化設備（中川水循環センター）

・消化設備の立上げ・本格稼働（中川水循環ｾﾝﾀｰ）

・体積/重量が３割減少し、焼却する汚泥量も減少

・バイオガスを焼却炉の補助燃料として使用

・加温用温水ヒータの燃料として使用

廃熱発電機能付き焼却炉の導入

・荒川水循環センター２号汚泥焼却炉（R５供用開始に向け、現

在建設中）

・新河岸川水循環センター２号焼却炉（R７共用開始に向け、現

在建設中）

下水道局

県有施設エコオフィス化改修事業 検討対象施設（施設の新築や建築工事を伴う大規模改修）なし 総務部

温室効果ガス削減対策検討委託を実施して、太陽光発電設

備導入の検討を行う。

温室効果ガス削減対策検討業務委託を発注し、送水調整池上等

への太陽光発電設備の設置に係る検討を実施した。
企業局

太陽光発電設備の設置 太陽光発電設備を引き続き使用中（中川水循環センター） 下水道局

警察署等新築・改築時に太陽光発電の設置を図る

・越谷警察署庁舎建設において、太陽光発電設備の設置を検討

した。

・高齢者講習施設建設において、太陽光発電設備の設置を検討

した。

・（仮称）川口北警察署建設において、太陽光発電設備の設置

を検討した。

警察本部

28

３　建築物の建

築、管理等に当

たっての取組

（４）再生可能エ

ネルギーの導入拡

大と効率的利用の

推進

　ＡＩ・ＩｏＴなどを活用したエネルギーマネジメント技

術により県有施設に設置した太陽光発電や蓄電池、ＥＶな

どの電源リソースを遠隔・統合制御し、電力の需給調整を

行うことで、平時は再生可能エネルギーを効率的に利用す

るとともに、非常時の電力確保を図るＶＰＰの導入に向け

た検討を進めます。

県有施設への再生可能エネルギー活用設備導入促進

県有施設における再生可能エネルギー活用設備（太陽光発電設

備、蓄電池等）導入によるエネルギーの効率的利用等に関する

検討を行った。

環境部

29
４　大規模事業所

による削減取組

（１）下水道局の

取組

　下水処理場の老朽化した汚泥処理施設の更新に合わせ

て、消化設備や燃焼性能の高い焼却炉などの新しい汚泥処

理システムを導入し、二酸化炭素に比べ298倍の温室効果

がある一酸化二窒素の排出量を大幅に減少させます。（荒

川水循環センター、元荒川水循環センター、新河岸川水循

環センター、中川水循環センター、古利根川水循環セン

ター）＜一部再掲＞

汚泥処理量を減容化するため、消化設備を導入し、燃焼性

能の高い焼却炉を導入し、温室効果ガスを大幅に減少

汚泥消化設備

・消化設備の立上げ・本格稼働（中川水循環センター）

・体積/重量が３割減少し、焼却する汚泥量も減少

・バイオガスを焼却炉の補助燃料として使用

下水道局

27

３　建築物の建

築、管理等に当

たっての取組

（４）再生可能エ

ネルギーの導入拡

大と効率的利用の

推進

　県有施設の新築・改築、大規模改修に当たっては、施設

の特性や立地状況等に応じ、初期投資ゼロのＰＰＡ等の活

用も検討しながら、費用対効果を考慮した上で太陽光発電

の設置を図ります。

　あわせて、県有施設の未利用部分の活用についても検討

します。
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30
４　大規模事業所

による削減取組

（１）下水道局の

取組

　下水処理場の水処理施設の散気装置に超微細散気装置を

導入し、二酸化炭素排出量の削減を進めます。

超微細散気装置の導入による電気使用量及び二酸化炭素排

出量の削減

・超微細散気装置を複数台設置し、稼働中

・１台を新設（４系水処理反応タンク工事、荒川水循環セン

ター）

下水道局

31
４　大規模事業所

による削減取組

（１）下水道局の

取組

　下水処理場の消費電力削減のため、ＡＩを用いた散気量

を最適化する制御方法や効率の良い散気装置など新技術の

開発に取り組みます。

AIを用いた散気装置稼働の最適化による電気使用量の削減
AIを用いた散気装置稼働の最適化

・民間事業者と共同研究により実証事業を実施
下水道局

32
４　大規模事業所

による削減取組

（２）企業局の取

組

　浄水場の高圧ポンプに回転制御設備を導入することで、

電気使用量を削減します。

柿木浄水場1系電気設備等の更新時に、配水ポンプを回転

数制御化する。
柿木浄水場1系電気設備更新の基本方針について検討を行った。 企業局

33
４　大規模事業所

による削減取組

（２）企業局の取

組

　フロキュレータ設備 の更新に際し、電動機を小容量化

し、電気使用量を削減します。（大久保浄水場、庄和浄水

場）

大久保浄水場のフロキュレータ設備を、省エネ型へ更新す

る。

大久保浄水場及び庄和浄水場のフロキュレータ設備の一部を省

エネ型へ更新した。
企業局

34
４　大規模事業所

による削減取組

（３）さいたま

スーパーアリーナ

の取組

　施設の大規模改修に合わせて、省エネ型の設備・機器へ

更新していきます。

　令和７～８年度に予定する大規模改修工事において、省

エネ型の機器等への更新を行う。
大規模改修工事基本設計の実施 都市整備部

R4.6.27付け管財第328号「夏季における節電について（通

知）」

R4.11.29付け管財第843号「冬季における節電について

（通知）」

空調外気取入量の調整（感染症予防対策を考慮しながら、換気

設備の運転を適切に実施）
総務部

　指定管理者により24時間施設の監視を行い、最適な運転

管理を継続していく。また、大規模改修以外の工事におい

ても省エネ型の機器導入を推進するとともに、経年劣化に

より省エネ性能の低下した機材においても随時更新を行

う。

・未使用エリアの消灯、空調温度設定の最適化、外灯点灯時間

の随時見直し、スケジュール運転機器の運転時間最適化を実施

・照明のLED化：2,175台

都市整備部

温室効果ガス削減対策検討委託実施して、新しい技術の調

査を行う。

温室効果ガス削減対策検討業務委託を発注し、ペロブスカイト

太陽電池等、温室効果ガス排出削減につながる新しい技術の調

査を実施した。

企業局

施設運転の運用改善
上流ポンプ場との連携を綿密に行い可能な限り汚水の揚水を夜

間にシフトする運用を行った。
下水道局

36
５　フロン類の排

出抑制
ー

　オゾン層の破壊及び地球温暖化の原因となるフロン類の

大気中への排出を抑制するため、「フロン類の使用の合理

化及び管理の適正化に関する法律（平成13年法律第64

号）」等の法令に基づき、冷媒としてフロン類が使用され

ている業務用冷凍空調機器等の適正な管理（簡易点検・定

期点検の実施等）を行うとともに、当該機器等の廃棄時や

整備時にはフロン類の充塡や回収を適正に行います。

フロン類の管理の適正化

フロン類が使用されている機器等からの漏えい量報告を各庁舎

管理者から求め、漏えい量の算定を行った。また、簡易点検・

定期点検実施状況を確認し、点検が実施されていない課所に対

しては注意喚起を行った。

環境部

35
４　大規模事業所

による削減取組
（４）共通の取組

　エネルギーの効率的な使用に資する、施設の最適な運転

管理を追求していきます。また、エネルギー効率が高く、

温室効果ガス排出削減につながる新しい技術や管理手法を

検討し、導入していきます。



大項目 中項目 取組内容

番

号

第3期 埼玉県地球温暖化対策実行計画（事務事業編）　本文
概要（制度名称等） 令和４年度事業実績 担当部局

37
６　吸収源対策の

実施

（１）県有施設の

木造化・木質化の

推進

　「県有施設の木造化・木質化等に関する指針（平成15年

策定）」に基づき、学校、福祉施設、医療施設などの県有

施設において、循環型社会の構築と地球温暖化の防止等を

目的として、県産木材の利用を推進します。

埼玉県内の建築物等における木造化・木質化等に関する指

針（令和４年改正）

各部局で公共建築物等の木造化に取り組むため、彩の国木づか

い連絡促進協議会を開催し、補助事業や木造建築物の適切な維

持管理方法などを共有した。

木造建築技術アドバイザーを派遣し、市町村等に対し技術的助

言を行った。

農林部

38
６　吸収源対策の

実施

（２）県営林の整

備・保全や県有施

設の緑化の推進

　県営林の適切な整備・保全を進めます。また、緑の拠点

となる県営公園の整備や都市部のみどりを増やすために、

県有施設の緑化を推進します。既存の緑地を保全し、環境

に配慮した緑化や緑地の整備に努めます。

県営林事業 県営林において、間伐等の森林整備を約50ha実施した。 農林部


